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1.  21年3月期の連結業績（平成20年4月1日～平成21年3月31日） 

 

(2) 連結財政状態 

 

(3) 連結キャッシュ・フローの状況 

  

(1) 連結経営成績 （％表示は対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

21年3月期 26,120 △10.5 △79 ― △52 ― △2,017 ―
20年3月期 29,185 6.4 1,111 261.1 1,030 276.2 591 ―

1株当たり当期純利益
潜在株式調整後1株当た

り当期純利益
自己資本当期純利

益率
総資産経常利益率 売上高営業利益率

円 銭 円 銭 ％ ％ ％

21年3月期 △84.13 ― △38.6 △0.3 △0.3
20年3月期 24.67 ― 9.6 4.4 3.8

（参考） 持分法投資損益 21年3月期  ―百万円 20年3月期  ―百万円

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

21年3月期 17,869 4,095 22.9 170.81
20年3月期 22,967 6,395 27.7 265.09

（参考） 自己資本   21年3月期  4,095百万円 20年3月期  6,356百万円

営業活動によるキャッシュ・フロー 投資活動によるキャッシュ・フロー 財務活動によるキャッシュ・フロー 現金及び現金同等物期末残高
百万円 百万円 百万円 百万円

21年3月期 △142 △368 △181 1,006
20年3月期 529 △234 △401 1,669

2.  配当の状況 

 

1株当たり配当金 配当金総額
（年間）

配当性向
（連結）

純資産配当
率（連結）（基準日） 第1四半期末 第2四半期末 第3四半期末 期末 年間

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％

20年3月期 ― 0.00 ― 3.00 3.00 71 12.2 1.2
21年3月期 ― 0.00 ― 0.00 0.00 ― ― ―
22年3月期 

（予想） ― 0.00 ― 0.00 0.00 ―

3.  22年3月期の連結業績予想（平成21年4月1日～平成22年3月31日） 
（％表示は通期は対前期、第2四半期連結累計期間は対前年同四半期増減率）

 

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
1株当たり当期

純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

第2四半期 
連結累計期間

10,500 △29.8 △380 ― △400 ― △440 ― △18.35

通期 22,000 △15.8 △280 ― △320 ― △390 ― △16.26



4.  その他 
(1) 期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動）  無  

(2) 連結財務諸表作成に係る会計処理の原則・手続、表示方法等の変更（連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変
更に記載されるもの） 

（注）詳細は、18ページ（７）「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更」をご覧ください。 

(3) 発行済株式数（普通株式） 

（注）１株当たり当期純利益（連結）金額又は１株当たり当期純損失（連結）金額の算定の基礎となる株式数については、22ページ「１株当たり情報」を
ご覧ください。 

新規 ―社 （社名 ） 除外 ―社 （社名 ）

① 会計基準等の改正に伴う変更 有
② ①以外の変更 無

① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 21年3月期 24,000,000株 20年3月期 24,000,000株
② 期末自己株式数 21年3月期  23,123株 20年3月期  20,448株

（参考）個別業績の概要 

1.  21年3月期の個別業績（平成20年4月1日～平成21年3月31日） 

 

(2) 個別財政状態 

  

(1) 個別経営成績 （％表示は対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

21年3月期 19,791 △11.8 △56 ― △2 ― △1,987 ―
20年3月期 22,430 7.6 743 301.9 695 237.1 393 500.5

1株当たり当期純利益
潜在株式調整後1株当たり当期純

利益
円 銭 円 銭

21年3月期 △82.88 ―
20年3月期 16.39 ―

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

21年3月期 14,421 3,801 26.4 158.56
20年3月期 18,543 6,018 32.5 250.99

（参考） 自己資本 21年3月期  3,801百万円 20年3月期  6,018百万円

2.  22年3月期の個別業績予想（平成21年4月1日～平成22年3月31日） 
（％表示は通期は対前期、第2四半期累計期間は対前年同四半期増減率）

※業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 
 上記に記載した予想数値は、現時点で入手可能な情報に基づき判断した見通しであり、多分に不確実な要素を含んでおります。実際の業績等は業況の
変化等により、上記数値と異なる場合があります。 
 なお、上記予想に関する事項は添付資料の３ページ「１．経営成績（１）経営成績に関する分析」を参照してください。 

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
1株当たり当期

純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

第2四半期 
累計期間

7,800 △31.7 △450 ― △450 ― △470 ― △19.60

通期 16,800 △15.1 △450 ― △450 ― △470 ― △19.60



１．経営成績

(1）経営成績に関する分析

当連結会計年度におけるわが国経済は、年初より原油価格の高騰などに伴い、原材料価格が上昇した影響を受け企

業収益が減少し、景気後退の懸念が強まりましたが、更に、昨年９月以降、米国に端を発した金融危機の影響が世界

規模に拡がり、景気の悪化が進行し、急速に企業収益や個人消費を圧迫し、極めて厳しい状況で推移いたしました。

アルミ箔業界におきましては、平成20年暦年において、このような経済情勢を反映して、前年同期比で大幅に減少

いたしました。また、アルミ地金価格は金融危機による実体経済悪化への懸念により、昨年の秋以降、大幅に下落い

たしました。　

当社グループは、このような景気激変の厳しい環境の中で得意分野の強化、新製品拡大、不採算製品のカット、

更なるコストダウン等により、あらゆる利益捻出の方策を取ってまいりました。　

  以上の結果、当連結会計年度の業績につきましては、売上高は、261億20百万円（前年同期比10.5％減）、営業損

失79百万円（前年同期は11億11百万円の営業利益）、経常損失52百万円（前年同期は10億30百万円の経常利益）と

なりました。また、特別損失として、現在の経営環境および今後の厳しい見通し等を勘案しての固定資産の減損損

失9億56百万円を計上したことに加え、繰延税金資産10億36百万円を取崩した結果等により、当期純損失で20億17百

万円（前年同期は５億91百万円の当期純利益）となりました。

事業の種類別セグメントの業績を示すと、次のとおりであります。

【アルミ箔事業】

アルミ箔事業におきましては、昨年11月以降、電解コンデンサー用箔、電池用等工業材用アルミ箔需要が大幅かつ急

速に減少し、売上高は、223億88百万円（同6.6％減）、営業損失は、１億82百万円（前年同期は６億46百万円の営業

利益）となりました。

【特殊箔事業】

特殊箔事業におきましても、昨年11月以降、需要が低迷し、売上高は、37億32百万円（同28.4%減）、営業利益は、

１億３百万円（同77.8%減）となりました。

  今後の見通しにつきましては、世界的な景気後退が長期化の様相を強めており、非常に厳しい状況が続くものと

思われます。　

  　このような情勢の中ではありますが、当社グループは、2010年度（平成22年度）まで「さらに変化を！」をスロー

ガンにして、新製品・新商品の開発、戦略的設備投資および得意分野の強化等を図り、早期の収益改善に取組む所

存であります。

　　今後も厳しい経営環境の中、さまざまな経営課題に迅速かつ的確に対応し、業績の回復に向けて最善の努力をし

てまいります。

  平成22年３月期の連結業績は、売上高22,000百万円、営業損失280百万円、経常損失320百万円、当期純損失

390百万円を予想していますが、第３四半期以降の黒字化を目標としております。

(2）財政状態に関する分析

①資産、負債及び純資産の状況

  当連結会計年度末における資産の残高は、前連結会計年度末に比べ、50億97百万円減少し、178億69百万円となり

ました。主なものといたしましては、現金及び預金、売掛金、繰延税金資産が減少したこと等によるものでありま

す。

  負債の残高は、前連結会計年度末に比べ、27億97百万円減少し、137億74百万円となりました。主なものといたし

ましては、支払手形及び買掛金が減少したこと等によるものであります。

  純資産の残高は、前連結会計年度末に比べ、23億円減少し、40億95百万円となりました。主なものといたしまし

ては、利益剰余金が減少したこと等によるものであります。

　この結果、当連結会計年度末の自己資本比率は22.9%となり、前連結会計年度末に比べ、4.8ポイントの減少とな

りました。



 ②キャッシュ・フローの状況

　当連結会計年度末における連結ベースの現金及び現金同等物（以下「資金」という）は、前連結会計年度末に比

べ６億63百万円減少し、当連結会計年度末は10億６百万円となりました。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）　

  営業活動による資金の収支は、１億42百万円の支出（前連結会計年度は５億29百万円の収入）となりました。こ

れは、減価償却費６億３百万円、売上債権の減少21億59百万円、減損損失９億56百万円等を源泉とした収入を計上

したものの、税金等調整前当期純損失11億19百万円、仕入債務の減少31億90百万円等の支出がこれを上回ったこと

によるものであります。

（投資活動によるキャッシュ・フロー)

  投資活動による資金の収支は、３億68百万円の支出（前年同期比57.2%増）となりました。これは、有形固定資産

の取得による支出３億57百万円、投資有価証券の取得による支出12百万円等によるものであります。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

  財務活動による資金の収支は、１億81百万円の支出（同54.7%減）となりました。これは、短期借入による借入３

億97百万円等の収入を計上したものの、長期借入金の返済５億95百万円、配当金の支払額71百万円等の支出がこれ

を上回ったことによるものであります。

 

(3）利益配分に関する基本方針及び当期・次期の配当

  当社は、安定配当の維持を基本方針としておりますが、企業にとっては、将来の事業展開を見越した内部留保の確

保もまた重要でありますので、その期の業績に照らして、これらを総合的に判断して配当を実施することにしており

ます。　

 

(4）事業等のリスク

  当社グループの事業においては、アルミ地金、銅地金等を主要原材料として使用しております。従いまして、地金

の市況が上昇する局面では取引業者からの価格引き上げ要請の可能性があります。当社では随時市況価格を注視しな

がら取引業者との価格交渉にあたっておりますが、今後、市況が大幅に高騰した場合には、原材料費の上昇を押さえ

られず、当社の業績に影響を及ぼす可能性があります。

　なお、文中の将来に関する事項は、当連結会計年度末現在において当社グループが判断したものであります。



２．企業集団の状況

当社グループは、当社、親会社２社、子会社３社で構成され、アルミ箔、特殊箔及びそれらの加工品の製造販売を主

な内容とする事業活動を展開しております。

当社グループの事業に係わる位置づけは次のとおりであります。

◎アルミ箔及びその加工品

・当社が製造販売しており、一部は日本金属箔工業㈱（連結子会社）が当社より仕入れて販売しております。また、

当社の仕様に基づき、同社が製造したものを当社が仕入れて販売しております。

・当社の製品の作業工程の一部をニッパク加工サービス㈱（連結子会社）に業務委託しております。

・当社の使用する原材料の一部は、古河スカイ㈱（親会社）から仕入れております。

◎特殊箔及びその加工品

・当社の仕様に基づき、ニッパク産業㈱（連結子会社）が製造したものを当社が仕入れて販売しております。

事業の系統図は次のとおりであります。

 得 意 先 

親会社 

古河電気工業(株) 

親会社 

古河スカイ(株) 

資本 

製品 

材料 

当 社 

ア ル ミ 箔 及 び そ の 加 工 品 

特 殊 箔 及 び そ の 加 工 品 
子会社 

日本金属箔工業(株) 

子会社 

ニッパク産業(株) 

子会社 

ニッパク加工サービス㈱

製品 

製品 

製品 

業務委託 

製品 

なお、最近の有価証券報告書（平成20年６月20日提出）における「関係会社の状況」から重要な変更がないため、「関

係会社の状況」の開示を省略しております。



３．経営方針

(1）会社の経営の基本方針

  当社グループは、金属製品の製造・販売の事業活動を通じ、お客様を大切にし、会社の繁栄・発展に努め、社会へ

の貢献と従業員の豊かな生活を実現し、株主各位に適正な還元を行うことを経営の基本方針としております。

 

(2）目標とする経営指標

  当社グループでは平成22年３月期の連結業績において、売上高22,000百万円、営業損失280百万円、経常損失320百

万円、当期純損失390百万円を予想しておりますが、第３四半期以降の黒字化を目標としております。

 

(3）中長期的な会社の経営戦略と対処すべき課題

  今後の見通しにつきましては、世界的な景気後退が長期化の様相を強めており、非常に厳しい状況が続くものと

思われます。　

  　このような情勢の中ではありますが、当社グループは、2010年度（平成22年度）まで「さらに変化を！」をスロー

ガンにして、新製品・新商品の開発、戦略的設備投資および得意分野の強化等を図り、早期の収益改善に取組む所

存であります。

今後も厳しい経営環境の中、さまざまな経営課題に迅速かつ的確に対応し、業績の回復に向けて最善の努力をし

てまいります。

 

 

 

 

 



４．連結財務諸表等 
(1)連結貸借対照表 

(単位：千円)

前連結会計年度 
(平成20年３月31日) 

当連結会計年度 
(平成21年３月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 1,689,793 1,026,484

受取手形及び売掛金 7,802,160 5,642,796

たな卸資産 3,539,138 －

商品及び製品 － 2,028,495

仕掛品 － 757,797

原材料及び貯蔵品 － 499,512

前払費用 48,994 41,452

未収入金 250,873 308,540

繰延税金資産 143,467 13,971

その他 1,299 615

貸倒引当金 △52,992 △43,357

流動資産合計 13,422,733 10,276,307

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物 3,834,662 3,791,209

機械装置及び運搬具 14,086,380 14,202,161

工具、器具及び備品 1,536,183 1,516,539

土地 4,591,929 4,082,148

リース資産 － 12,718

建設仮勘定 3,330 159,966

減価償却累計額 △16,485,889 △16,939,692

有形固定資産合計 7,566,596 6,825,050

無形固定資産 11,087 11,087

投資その他の資産   

投資有価証券 815,829 563,478

長期貸付金 269 －

長期前払費用 25,313 15,273

繰延税金資産 1,000,981 50,471

その他 136,871 142,531

貸倒引当金 △11,950 △14,403

投資その他の資産合計 1,967,315 757,351

固定資産合計 9,544,999 7,593,490

資産合計 22,967,732 17,869,797



(単位：千円)

前連結会計年度 
(平成20年３月31日) 

当連結会計年度 
(平成21年３月31日) 

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 7,995,664 4,805,051

短期借入金 2,949,006 3,017,410

1年内償還予定の社債 10,000 5,000

未払金 38,889 419,485

未払費用 308,158 1,104,451

リース債務 － 2,523

未払法人税等 325,320 25,755

未払消費税等 87,118 18,994

賞与引当金 198,672 187,487

設備関係支払手形 49,457 133,503

繰延税金負債 － 263

その他 23,726 30,097

流動負債合計 11,986,014 9,750,023

固定負債   

社債 5,000 －

長期借入金 498,168 332,262

再評価に係る繰延税金負債 1,608,154 1,400,723

リース債務 － 9,407

退職給付引当金 2,393,924 2,178,998

役員退職慰労引当金 57,875 48,924

環境対策引当金 11,956 11,956

その他 10,743 42,037

固定負債合計 4,585,821 4,024,310

負債合計 16,571,836 13,774,333

純資産の部   

株主資本   

資本金 1,924,000 1,924,000

資本剰余金 11,634 11,634

利益剰余金 2,088,434 301,600

自己株式 △3,851 △4,249

株主資本合計 4,020,218 2,232,985

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 △7,572 △179,226

土地再評価差額金 2,344,055 2,041,703

評価・換算差額等合計 2,336,482 1,862,477

少数株主持分 39,194 －

純資産合計 6,395,895 4,095,463

負債純資産合計 22,967,732 17,869,797



(2)連結損益計算書 

(単位：千円)

前連結会計年度 
(自 平成19年４月１日 
 至 平成20年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成21年３月31日) 

売上高 29,185,198 26,120,881

売上原価 25,081,301 23,240,802

売上総利益 4,103,897 2,880,078

販売費及び一般管理費 2,992,434 2,959,578

営業利益 1,111,462 △79,499

営業外収益   

受取利息 5,394 5,398

受取配当金 17,448 17,588

地代家賃収入 15,250 15,167

為替差益 － 16,818

受取保険金 － 23,048

その他 38,007 30,390

営業外収益合計 76,100 108,411

営業外費用   

支払利息 75,785 65,981

受取手形売却損 13,187 5,730

為替差損 59,973 －

その他 8,417 9,251

営業外費用合計 157,363 80,963

経常利益 1,030,199 △52,051

特別利益   

貸倒引当金戻入額 1,918 2,003

その他 － 115

特別利益合計 1,918 2,119

特別損失   

役員退職慰労引当金繰入額 35,876 －

投資有価証券評価損 22,165 96,616

固定資産除却損 4,243 16,608

環境対策引当金繰入額 5,200 －

減損損失 － 956,000

特別損失合計 67,486 1,069,224

税金等調整前当期純利益 964,631 △1,119,157

法人税、住民税及び事業税 357,330 68,030

法人税等調整額 △23,584 868,054

法人税等合計 333,746 936,085

少数株主利益 39,194 △37,994

当期純利益 591,691 △2,017,247



(3)連結株主資本等変動計算書 

(単位：千円)

前連結会計年度 
(自 平成19年４月１日 
 至 平成20年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成21年３月31日) 

株主資本   

資本金   

前期末残高 1,924,000 1,924,000

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 1,924,000 1,924,000

資本剰余金   

前期末残高 11,634 11,634

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 11,634 11,634

利益剰余金   

前期末残高 1,544,705 2,088,434

当期変動額   

剰余金の配当 △47,961 △71,938

当期純利益 591,691 △2,017,247

土地再評価差額金の取崩 － 302,351

当期変動額合計 543,729 △1,786,834

当期末残高 2,088,434 301,600

自己株式   

前期末残高 △3,654 △3,851

当期変動額   

自己株式の取得 △197 △397

当期変動額合計 △197 △397

当期末残高 △3,851 △4,249

株主資本合計   

前期末残高 3,476,685 4,020,218

当期変動額   

剰余金の配当 △47,961 △71,938

当期純利益 591,691 △2,017,247

自己株式の取得 △197 △397

土地再評価差額金の取崩 － 302,351

当期変動額合計 543,532 △1,787,232

当期末残高 4,020,218 2,232,985



(単位：千円)

前連結会計年度 
(自 平成19年４月１日 
 至 平成20年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成21年３月31日) 

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金   

前期末残高 112,372 △7,572

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △119,945 △171,653

当期変動額合計 △119,945 △171,653

当期末残高 △7,572 △179,226

土地再評価差額金   

前期末残高 2,344,055 2,344,055

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） － △302,351

当期変動額合計 － △302,351

当期末残高 2,344,055 2,041,703

評価・換算差額等合計   

前期末残高 2,456,428 2,336,482

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △119,945 △474,005

当期変動額合計 △119,945 △474,005

当期末残高 2,336,482 1,862,477

少数株主持分   

前期末残高 － 39,194

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 39,194 △39,194

当期変動額合計 39,194 △39,194

当期末残高 39,194 －

純資産合計   

前期末残高 5,933,114 6,395,895

当期変動額   

剰余金の配当 △47,961 △71,938

当期純利益 591,691 △2,017,247

自己株式の取得 △197 △397

土地再評価差額金の取崩  302,351

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △80,751 △513,199

当期変動額合計 462,781 △2,300,432

当期末残高 6,395,895 4,095,463



(4)連結キャッシュ・フロー計算書 

(単位：千円)

前連結会計年度 
(自 平成19年４月１日 
 至 平成20年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成21年３月31日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前当期純利益 964,631 △1,119,157

減価償却費 460,919 603,864

退職給付引当金の増減額（△は減少） △40,636 △214,925

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） 57,875 △8,950

減損損失 － 956,000

貸倒引当金の増減額（△は減少） 25,702 △7,182

賞与引当金の増減額（△は減少） △987 △11,185

環境対策引当金の増加額 5,200 －

受取利息及び受取配当金 △22,842 △22,986

支払利息 75,785 65,981

為替差損益（△は益） 7,083 △29,335

有価証券及び投資有価証券売却損益（△は益） － 85

投資有価証券評価損益（△は益） 22,165 96,616

有形固定資産除却損 4,243 16,595

売上債権の増減額（△は増加） △352,995 2,159,363

たな卸資産の増減額（△は増加） 268 253,332

仕入債務の増減額（△は減少） △772,543 △3,190,612

未払消費税等の増減額（△は減少） 47,558 △68,123

その他の資産・負債の増減額 179,344 644,296

小計 660,773 123,676

利息及び配当金の受取額 22,842 22,986

利息の支払額 △76,812 △64,560

法人税等の支払額 △77,092 △224,242

営業活動によるキャッシュ・フロー 529,712 △142,139

投資活動によるキャッシュ・フロー   

定期預金の増減額（△は増加） 152,180 －

有価証券の取得による支出 － △12,159

有価証券の売却による収入 － 192

投資有価証券の取得による支出 △14,092 －

貸付金の回収による収入 1,210 843

有形固定資産の取得による支出 △373,602 △357,554

投資活動によるキャッシュ・フロー △234,303 △368,677



(単位：千円)

前連結会計年度 
(自 平成19年４月１日 
 至 平成20年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成21年３月31日) 

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入金の純増減額（△は減少） 5,033 397,800

長期借入れによる収入 300,000 100,000

長期借入金の返済による支出 △648,326 △595,302

社債の償還による支出 △10,000 △10,000

配当金の支払額 △47,657 △71,938

その他の増減額 △197 △1,186

少数株主への配当金の支払額 － △1,200

財務活動によるキャッシュ・フロー △401,147 △181,827

現金及び現金同等物に係る換算差額 △7,083 29,335

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △112,823 △663,308

現金及び現金同等物の期首残高 1,782,616 1,669,793

現金及び現金同等物の期末残高 1,669,793 1,006,484



(5)継続企業の前提に重要な疑義を抱かせる事象又は状況

　該当事項はありません。

(6)連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項

前連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

１．連結の範囲に関する事項

連結子会社の数　　　　　　４社

　連結子会社の名称

　　ニッパク産業㈱

　　ニッパクホイル加工㈱

　　日本金属箔工業㈱

　　ニッパク加工サービス㈱

  ニッパクホイル加工㈱については、平成19年５月28日

に会社の清算が結了したことにより、清算結了日までの

損益を連結しております。

１．連結の範囲に関する事項

連結子会社の数　　　　　　３社

　連結子会社の名称

　　ニッパク産業㈱

　　日本金属箔工業㈱

　　ニッパク加工サービス㈱

  

２．持分法の適用に関する事項

　当社には、非連結子会社及び関連会社はありません。

２．持分法の適用に関する事項

　同左

３．連結子会社の事業年度等に関する事項

　連結子会社の事業年度の末日はすべて連結決算日と一

致しております。

３．連結子会社の事業年度等に関する事項

　同左

４．会計処理基準に関する事項

(1）重要な資産の評価基準及び評価方法

①有価証券

その他有価証券

時価のあるもの

　決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額

は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移

動平均法により算定）

４．会計処理基準に関する事項

(1）重要な資産の評価基準及び評価方法

①有価証券

その他有価証券

時価のあるもの

同左

時価のないもの

　移動平均法による原価法

時価のないもの

同左

②デリバティブ

　時価法

②デリバティブ

　同左

③たな卸資産

製品・半製品　　総平均法による原価法

原材料　　　　　移動平均法による原価法

③たな卸資産

　製品・半製品　　総平均法による原価法（貸借

対照表価額については収益性

の低下に基づく簿価切下げの

方法）

原材料　　　　　総平均法による原価法（貸借対

照表価額については収益性の低

下に基づく簿価切下げの方法）



前連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

(2）重要な減価償却資産の減価償却の方法

①有形固定資産

主として定額法

　なお、耐用年数については法人税法の規定する年数

によっております。

 　（会計方針の変更）

　当社及び連結子会社は、法人税法の改正に伴い、当

連結会計年度より、平成19年４月１日以降に取得した

有形固定資産について、改正後の法人税法に基づく減

価償却の方法に変更しております。

　これによる損益に与える影響は軽微であります。

 　（追加情報）

  当社及び連結子会社は、法人税法改正に伴い、平成

19年３月31日以前に取得した資産については、改正前

の法人税法に基づく減価償却の方法の適用により取得

価額の５％に到達した連結会計年度の翌連結会計年度

より、取得価額の５％相当額と備忘価額との差額を５

年間にわたり均等償却し、減価償却費に含めて計上し

ております。

　これにより営業利益、経常利益及び税金等調整前当

期純利益がそれぞれ109,789千円減少しております。

　なお、セグメント情報に与える影響は、当該箇所に

記載しております。　

(2）重要な減価償却資産の減価償却の方法

①有形固定資産

　主として定額法

  なお、耐用年数については法人税法の規定する年数

によっております。 

 　

　

 　

 

②無形固定資産

定額法

　なお、自社利用のソフトウェアについては、社内に

おける利用可能期間（５年）に基づいております。

②無形固定資産

同左

③長期前払費用

定額法

③長期前払費用

同左

(3）重要な引当金の計上基準

①貸倒引当金

　債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権に

ついては貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債

権については個別に回収可能性を勘案し回収不能見込

額を計上しております。

(3）重要な引当金の計上基準

①貸倒引当金

同左

②賞与引当金

従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、

支給見込額の当期負担額を計上しております。

②賞与引当金

同左

③退職給付引当金

　従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末

における退職給付債務の見込額に基づき計上しており

ます。

　数理計算上の差異については、各連結会計年度の発

生時における従業員の平均残存勤務期間内の一定の年

数（10年）による定額法により按分した額をそれぞれ

発生の翌連結会計年度から費用処理することとしてお

ります。

③退職給付引当金

同左



前連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

④役員退職慰労引当金

  当社及び一部の連結子会社は、役員の退職慰労金の

支給に備えるため、内規に基づく連結会計年度末要支

給額を計上しております。

 （会計方針の変更）　

  役員退職慰労金は、従来、支給時の費用として処理

しておりましたが、当連結会計年度より、「租税特別

措置法上の準備金及び特別法上の引当金又は準備金並

びに役員退職慰労引当金等に関する監査上の取扱い」

（日本公認会計士協会　監査・保証実務委員会報告第

42号　平成19年４月13日）の公表を契機として、当社

及び一部の連結子会社は内規に基づく要支給額を計上

する方法に変更いたしました。

  なお、期首に計上すべき過年度相当額 35,876千円に

ついては特別損失に計上しております。

　この結果、従来の方法によった場合に比べて当連結

会計年度の営業利益、経常利益は 24,398千円、税金等

調整前当期純利益は 57,875千円それぞれ減少しており

ます。

　なお、セグメント情報に与える影響は、当該箇所に

記載しております。

④役員退職慰労引当金

  当社及び一部の連結子会社は、役員の退職慰労金の

支給に備えるため、内規に基づく連結会計年度末要支

給額を計上しております。

 　

  

⑤環境対策引当金

「ポリ塩化ビフェニル（ＰＣＢ）廃棄物の適正な処

理の推進に関する特別措置法」により処理が義務付け

られているＰＣＢ廃棄物の処理費用について、当連結

会計年度末における見積額を計上しております。

⑤環境対策引当金

同左

(4）重要なリース取引の処理方法

　リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引については、通

常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によって

おります。

(4）重要なリース取引の処理方法

同左

(5）重要なヘッジ会計の方法

①ヘッジ会計の方法

　特例処理の要件を充たす金利スワップについては、

特例処理を採用しております。

(5）重要なヘッジ会計の方法

①ヘッジ会計の方法

　　同左

②へッジ手段とヘッジ対象

ヘッジ手段　　金利スワップ

ヘッジ対象　　借入金の利息

②へッジ手段とヘッジ対象

同左

 

③ヘッジ方針

　当社で規定された管理体制に基づき金利変動リスク

をヘッジしております。

③ヘッジ方針

　　同左

④ヘッジ有効性の評価の方法

　特例処理の要件を充たす金利スワップについては、

有効性の評価を省略しております。

④ヘッジ有効性の評価の方法

　　同左

(6）その他連結財務諸表作成のための重要な事項

消費税等の会計処理

　税抜方式によっております。

(6）その他連結財務諸表作成のための重要な事項

消費税等の会計処理

同左



前連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

５．連結子会社の資産及び負債の評価に関する事項

　連結子会社の資産及び負債の評価方法は、全面時価評

価法によっております。

５．連結子会社の資産及び負債の評価に関する事項

同左 

６．連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

　手許現金、要求払預金及び取得日から３ヶ月以内に満

期日の到来する流動性の高い、容易に換金可能であり、

かつ、価値の変動について僅少なリスクしか負わない短

期的な投資であります。

６．連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

同左



(7)連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更

前連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

――――――― １．棚卸資産の評価基準及び評価方法の変更

　棚卸資産については、従来、製品、半製品は総平均法

による原価法、原材料は移動平均法による原価法によっ

ておりましたが、当連結会計年度より「棚卸資産の評価

に関する会計基準」（企業会計基準第９号　平成18年７

月５日）が適用されたことに伴い、製品、半製品は総平

均法による原価法（貸借対照表価額については収益性の

低下に基づく簿価切下げの方法）、原材料は移動平均法

による原価法（貸借対照表価額については収益性の低下

に基づく簿価切下げの方法）により算定しておりま

す。

　この結果、従来の方法に比べ、営業損失、経常損失及

び税金等調整前当期純損失がそれぞれ30,556千円増加し

ております。

２．リース取引に関する会計基準の適用（借主側）　

　所有権移転外ファイナンス・リース取引については、

従来、賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によって

おりましたが、「リース取引に関する会計基準」（企業

会計基準第13号（平成５年６月17日（企業会計審議会第

一部会）、平成19年３月30日改正））及び「リース取引

に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針

第16号（平成６年１月18日（日本公認会計士協会　会計

制度委員会）、平成19年３月30日改正））が平成20年４

月１日以後開始する連結会計年度から適用することがで

きることになったことに伴い、当連結会計年度からこれ

らの会計基準等を適用し、リース取引開始日が会計基準

適用初年度開始後のリース取引で、これらの会計基準等

に基づき所有権移転外ファイナンス・リース取引と判定

されたものについては、通常の売買取引に係る会計処理

によっております。

　また、所有権移転外ファイナンス・リース取引に係る

リース資産の減価償却の方法については、リース期間を

耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用してお

ります。

　なお、リース取引開始日が会計基準適用初年度開始前

のリース取引で、これらの会計基準等に基づき所有権移

転外ファイナンス・リース取引と判定されたものについ

ては、引き続き通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会

計処理によっております。

　これらによる損益への影響はありません。



(8)表示方法の変更

前連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

（連結貸借対照表）

―――――――

（連結貸借対照表）

「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則

等の一部を改正する内閣府令」（平成20年８月７日内閣

府令第50号）が適用となることに伴い、前連結会計年度

において、「たな卸資産」として掲記されていたものは、

当連結会計年度から「商品及び製品」「仕掛品」「原材

料及び貯蔵品」に区分掲記しております。なお、前連結

会計年度の「たな卸資産」に含まれる「商品及び製品」

「仕掛品」「原材料及び貯蔵品」はそれぞれ2,155,972

千円、857,417千円、525,747千円であります。

（連結損益計算書）

為替差損は前連結会計年度において、営業外費用の

「その他」に含めて表示しておりましたが、営業外費用

の総額の100分の10を超えたため区分掲記しました。

なお、前連結会計年度における為替差損の金額は699

千円であります。

（連結損益計算書）

 

―――――――

 



(9)注記事項

（セグメント情報）

ａ．事業の種類別セグメント情報

前連結会計年度（自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日）

 
アルミ箔事業
（千円）

特殊箔事業
（千円）

計
（千円）

消去又は全社
（千円）

連結
（千円）

Ⅰ　売上高及び営業損益      

売上高      

１．外部顧客に対する売上高 23,975,691 5,209,507 29,185,198 － 29,185,198

２．セグメント間の内部売上高又

は振替高
－ － － － －

計 23,975,691 5,209,507 29,185,198 － 29,185,198

営業費用 23,329,443 4,744,292 28,073,736 － 28,073,736

営業利益 646,247 465,214 1,111,462 － 1,111,462

Ⅱ　資産、減価償却費及び資本的支

出
     

資産 18,444,386 2,934,218 21,378,604 1,589,127 22,967,732

減価償却費 390,796 71,538 462,334 1,491 463,825

資本的支出 307,999 30,478 338,478 729 339,207

　（注）１．事業区分の方法

アルミ箔と特殊箔の製造方法はおおむね同一であるがアルミ箔と特殊箔の材質の違いにより区分しておりま

す。

２．各区分に属する主要な製品の名称

事業区分 主要製品

アルミ箔事業
アルミ箔及び関連加工品（包装用、コンデンサー用、住宅・工場等の断熱保冷用、

装飾用金銀紙、ラベルシール、料理用、キッチン用等）

特殊箔事業
銅、錫、鉛等の箔及び関連加工品（電線被覆用、コンデンサー用、キャップシー

ル用、プリント配線板用、電子機器用、パッキン材用、建材用等）

３．資産のうち消去又は全社の項目に含めた全社資産（1,589,127千円）の主なものは、当社の余資運用資金（現

金及び預金）、長期投資資金（投資有価証券）及び管理部門に係る資産等であります。

なお、消去又は全社の項目の全社資産の減価償却費についてはⅠの営業費用では各セグメントに配賦してお

ります。

４．減価償却費及び資本的支出には長期前払費用とそれらの償却額が含まれております。

５．「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」４．(２) ①に記載のとおり、法人税法の改正に伴い、

当連結会計年度より、平成19年３月31日以前に取得した資産については、改正前の法人税法に基づく減価償

却の方法の適用により、取得価額５％に到達した連結会計年度の翌連結会計年度より、取得価額の５％相当

額と備忘価額との差額を５年間にわたり均等償却し、減価償却費に含めて計上しております。この変更に伴

い、従来の方法によった場合に比べ「アルミ箔事業」で102,164千円、「特殊箔事業」で7,625千円、それぞ

れ営業費用が増加し、営業利益がそれぞれ同額減少しております。　

６．「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」４．(３) ④に記載のとおり、役員退職慰労金は、従来、

支給時の費用として処理しておりましたが、当連結会計年度より、当社及び一部の連結子会社は内規に基づ

く要支給額を計上する方法に変更いたしました。この変更に伴い、従来の方法によった場合に比べ「アルミ

箔事業」で21,461千円、「特殊箔事業」で2,937千円、それぞれ営業費用が増加し、営業利益がそれぞれ同額

減少しております。　　　



当連結会計年度（自　平成20年４月１日　至　平成21年３月31日）

 
アルミ箔事業
（千円）

特殊箔事業
（千円）

計
（千円）

消去又は全社
（千円）

連結
（千円）

Ⅰ　売上高及び営業損益      

売上高      

１．外部顧客に対する売上高 22,388,441 3,732,440 26,120,881 ― 26,120,881

２．セグメント間の内部売上高又

は振替高
― ― ― ― ―

計 22,388,441 3,732,440 26,120,881 ― 26,120,881

営業費用 22,571,287 3,629,093 26,200,381 ― 26,200,381

営業利益 △182,845 103,346 △79,499 ― △79,499

Ⅱ　資産、減価償却費及び資本的支

出
     

資産 15,459,346 1,455,400 16,914,746 955,050 17,869,797

減価償却費 494,880 108,144 603,024 3,952 606,977

資本的支出 741,198 93,401 834,599 297 834,897

　（注）１．事業区分の方法

アルミ箔と特殊箔の製造方法はおおむね同一であるがアルミ箔と特殊箔の材質の違いにより区分しておりま

す。

２．各区分に属する主要な製品の名称

事業区分 主要製品

アルミ箔事業
アルミ箔及び関連加工品（包装用、コンデンサー用、住宅・工場等の断熱保冷用、

装飾用金銀紙、ラベルシール、料理用、キッチン用等）

特殊箔事業
銅、錫、鉛等の箔及び関連加工品（電線被覆用、コンデンサー用、キャップシー

ル用、プリント配線板用、電子機器用、パッキン材用、建材用等）

３．資産のうち消去又は全社の項目に含めた全社資産（955,050千円）の主なものは、当社の余資運用資金（現金

及び預金）、長期投資資金（投資有価証券）及び管理部門に係る資産等であります。

なお、消去又は全社の項目の全社資産の減価償却費についてはⅠの営業費用では各セグメントに配賦してお

ります。

４．減価償却費及び資本的支出には長期前払費用とそれらの償却額が含まれております。

 

 

ｂ．所在地別セグメント情報

前連結会計年度（自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日）

本邦以外に所在する連結子法人等及び重要な在外支店はありません。

当連結会計年度（自　平成20年４月１日　至　平成21年３月31日）

本邦以外に所在する連結子法人等及び重要な在外支店はありません。

ｃ．海外売上高

前連結会計年度（自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日）

海外売上高は連結売上高に対する割合が僅少のため記載を省略しました。

当連結会計年度（自　平成20年４月１日　至　平成21年３月31日）

海外売上高は連結売上高に対する割合が僅少のため記載を省略しました。



(１株当たり情報)

前連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

１株当たり純資産額 265.09円

１株当たり当期純利益 24.67円

１株当たり純資産額       170.81円

１株当たり当期純損失      84.13円

　なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につい

ては、潜在株式が存在しないため、記載しておりません。

　なお、潜在株式調整後１株当たり当期純損失金額につい

ては、潜在株式が存在しないため、記載しておりません。

　（注）１株当たり当期純利益金額又は１株当たり当期純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前連結会計年度

（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

当期純利益又は当期純損失（△）（千円） 591,691 △2,017,247

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

（うち利益処分による役員賞与金） (－) (－)

普通株式に係る当期純利益又は当期純損失

（△）（千円）
591,691 △2,017,247

期中平均株式数（株） 23,980,272 23,978,131

(重要な後発事象)

　該当事項はありません。

 

※なお、リース取引関係、有価証券関係、デリバティブ取引関係、退職給付関係、ストック・オプション等関係、税

効果会計関係に関する注記事項については、決算短信における開示の必要性が大きくないと考えられるため開示を省

略します。　



５．個別財務諸表 
(1)貸借対照表 

(単位：千円)

前事業年度 
(平成20年３月31日) 

当事業年度 
(平成21年３月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 775,689 363,225

受取手形 2,433,880 1,188,074

売掛金 3,638,398 3,168,536

製品 1,230,887 1,163,827

半製品 657,014 609,770

原材料 334,147 324,849

前払費用 35,007 31,086

繰延税金資産 105,609 －

短期貸付金 － 250,270

未収入金 325,626 316,982

その他 1,181 338

貸倒引当金 △641 △64,453

流動資産合計 9,536,801 7,352,509

固定資産   

有形固定資産   

建物 2,959,056 2,890,671

減価償却累計額 △2,013,582 △2,078,985

建物（純額） 945,474 811,686

構築物 336,645 342,164

減価償却累計額 △293,260 △300,370

構築物（純額） 43,385 41,794

機械及び装置 12,827,450 12,912,240

減価償却累計額 △11,274,351 △11,600,966

機械及び装置（純額） 1,553,098 1,311,274

車両運搬具 61,925 68,108

減価償却累計額 △51,925 △54,477

車両運搬具（純額） 9,999 13,630

工具、器具及び備品 1,374,285 1,361,156

減価償却累計額 △1,264,081 △1,261,793

工具、器具及び備品（純額） 110,204 99,363

土地 4,496,907 3,987,126

リース資産 － 3,998

減価償却累計額 － △523

リース資産（純額） － 3,474

建設仮勘定 3,330 159,966

有形固定資産合計 7,162,399 6,428,315

無形固定資産   

その他 7,955 7,955

無形固定資産合計 7,955 7,955



(単位：千円)

前事業年度 
(平成20年３月31日) 

当事業年度 
(平成21年３月31日) 

投資その他の資産   

投資有価証券 690,183 464,097

関係会社株式 82,000 58,000

従業員に対する長期貸付金 269 －

更生債権等 539 127

長期前払費用 25,069 15,142

繰延税金資産 944,533 －

その他 105,207 107,224

貸倒引当金 △11,950 △11,700

投資その他の資産合計 1,835,852 632,891

固定資産合計 9,006,207 7,069,162

資産合計 18,543,009 14,421,671

負債の部   

流動負債   

支払手形 1,405,022 613,964

買掛金 4,351,090 2,555,213

短期借入金 1,500,000 1,920,000

1年内返済予定の長期借入金 307,200 71,700

リース債務 － 786

未払金 38,763 419,485

未払費用 309,309 1,098,257

未払法人税等 273,894 －

未払消費税等 45,701 12,984

預り金 18,043 18,151

賞与引当金 157,350 146,500

設備関係支払手形 27,959 133,503

その他 611 612

流動負債合計 8,434,947 6,991,158

固定負債   

長期借入金 159,200 87,500

再評価に係る繰延税金負債 1,608,154 1,400,723

リース債務 － 2,861

退職給付引当金 2,246,490 2,040,310

役員退職慰労引当金 36,733 28,262

環境対策引当金 11,956 11,956

その他 26,988 57,103

固定負債合計 4,089,522 3,628,717

負債合計 12,524,469 10,619,876



(単位：千円)

前事業年度 
(平成20年３月31日) 

当事業年度 
(平成21年３月31日) 

純資産の部   

株主資本   

資本金 1,924,000 1,924,000

資本剰余金   

資本準備金 11,634 11,634

資本剰余金合計 11,634 11,634

利益剰余金   

利益準備金 14,400 21,600

その他利益剰余金   

繰越利益剰余金 1,748,417 △15,613

利益剰余金合計 1,762,817 5,986

自己株式 △3,851 △4,249

株主資本合計 3,694,601 1,937,371

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 △20,116 △177,280

土地再評価差額金 2,344,055 2,041,703

評価・換算差額等合計 2,323,939 1,864,423

純資産合計 6,018,540 3,801,795

負債純資産合計 18,543,009 14,421,671



(2)損益計算書 

(単位：千円)

前事業年度 
(自 平成19年４月１日 
 至 平成20年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成21年３月31日) 

売上高 22,430,392 19,791,869

売上原価 19,455,523 17,607,967

売上総利益 2,974,868 2,183,902

販売費及び一般管理費 2,231,615 2,240,114

営業利益 743,252 △56,211

営業外収益   

受取利息 4,187 4,520

受取配当金 14,394 18,403

地代家賃収入 13,866 12,583

関係会社経費分担金受入 5,375 5,300

受取保険金 － 14,042

受取補償金 1,830 2,880

為替差益 － 16,818

その他 24,350 20,117

営業外収益合計 64,005 94,667

営業外費用   

支払利息 43,698 32,733

為替差損 59,973 －

固定資産廃棄損 1,974 －

その他 6,430 7,731

営業外費用合計 112,076 40,464

経常利益 695,181 △2,009

特別利益   

関係会社清算益 6,246 －

貸倒引当金戻入額 1,252 188

その他 － 30

特別利益合計 7,498 218

特別損失   

役員退職慰労引当金繰入額 21,269 －

貸倒引当金繰入額 － 64,000

固定資産除却損 3,501 15,239

投資有価証券評価損 7,771 88,402

子会社株式評価損 － 24,000

環境対策引当金繰入額 5,200 －

減損損失 － 956,000

特別損失合計 37,741 1,147,641

税引前当期純利益 664,938 △1,149,432

法人税、住民税及び事業税 282,100 8,900

法人税等調整額 △10,283 828,911

法人税等合計 271,816 837,811

当期純利益 393,121 △1,987,244



(3)株主資本等変動計算書 

(単位：千円)

前事業年度 
(自 平成19年４月１日 
 至 平成20年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成21年３月31日) 

株主資本   

資本金   

前期末残高 1,924,000 1,924,000

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 1,924,000 1,924,000

資本剰余金   

資本準備金   

前期末残高 11,634 11,634

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 11,634 11,634

利益剰余金   

利益準備金   

前期末残高 9,600 14,400

当期変動額   

剰余金の配当に伴う利益準備金の積立 4,800 7,200

当期変動額合計 4,800 7,200

当期末残高 14,400 21,600

その他利益剰余金   

繰越利益剰余金   

前期末残高 1,408,057 1,748,417

当期変動額   

剰余金の配当 △47,961 △71,938

剰余金の配当に伴う利益準備金の積
立

△4,800 △7,200

当期純利益 393,121 △1,987,244

土地再評価差額金の取崩 － 302,351

当期変動額合計 340,360 △1,764,031

当期末残高 1,748,417 △15,613

利益剰余金合計   

前期末残高 1,417,657 1,762,817

当期変動額   

剰余金の配当 △47,961 △71,938

剰余金の配当に伴う利益準備金の積立 － －

当期純利益 393,121 △1,987,244

土地再評価差額金の取崩 － 302,351

当期変動額合計 345,160 △1,756,831

当期末残高 1,762,817 5,986

自己株式   

前期末残高 △3,654 △3,851



(単位：千円)

前事業年度 
(自 平成19年４月１日 
 至 平成20年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成21年３月31日) 

当期変動額   

自己株式の取得 △197 △397

当期変動額合計 △197 △397

当期末残高 △3,851 △4,249

株主資本合計   

前期末残高 3,349,638 3,694,601

当期変動額   

剰余金の配当 △47,961 △71,938

当期純利益 393,121 △1,987,244

自己株式の取得 △197 △397

土地再評価差額金の取崩 － 302,351

当期変動額合計 344,962 △1,757,229

当期末残高 3,694,601 1,937,371

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金   

前期末残高 62,535 △20,116

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △82,652 △157,163

当期変動額合計 △82,652 △157,163

当期末残高 △20,116 △177,280

土地再評価差額金   

前期末残高 2,344,055 2,344,055

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） － △302,351

当期変動額合計 － △302,351

当期末残高 2,344,055 2,041,703

評価・換算差額等合計   

前期末残高 2,406,591 2,323,939

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △82,652 △459,515

当期変動額合計 △82,652 △459,515

当期末残高 2,323,939 1,864,423



(単位：千円)

前事業年度 
(自 平成19年４月１日 
 至 平成20年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成21年３月31日) 

純資産合計   

前期末残高 5,756,229 6,018,540

当期変動額   

剰余金の配当 △47,961 △71,938

当期純利益 393,121 △1,987,244

自己株式の取得 △197 △397

土地再評価差額金の取崩 － 302,351

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △82,652 △459,515

当期変動額合計 262,310 △2,216,744

当期末残高 6,018,540 3,801,795



(4)継続企業の前提に重要な疑義を抱かせる事象又は状況

　該当事項はありません。

(製品別売上高明細表)

期別

前事業年度 当事業年度

（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

製品別 金額（千円）
構成比
(％)

金額（千円）
構成比
(％)

アルミ箔

国内 16,536,450 73.7 15,369,409 77.7

輸出 207,930 0.9 208,409 1.0

小計 16,744,380 74.6 15,577,818 78.7

特殊箔 国内 4,593,596 20.5 3,347,814 16.9

その他 国内 1,092,414 4.9 866,236 4.4

 
国内 22,222,461 99.1 19,583,460 99.0

輸出 207,930 0.9 208,409 1.0

合計 22,430,392 100.0 19,791,869 100.0
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